
隊友新聞平成３１年２月号記事  

社会保険の話（１２） 

年金保険その４  

社会保険労務士  萩原米雄  

前回に続き、公的年金制度について話を進めていきます。  

 

Ｑ１  遺族年金について教えてください。  

 Ａ   遺族年金は、国民年金または厚生年金保険の被保険者または被  

保険者であった方が、亡くなったときに、その方によって生計を維持  

されていた遺族が受けることができる年金です。  

 
自営業者  

（国民年金）  

会社員・公務員等  

（厚生年金）  

遺族年金の

支給対象者  

（１）子のある配偶者  

（２）子（１８歳到達年度の  

年度末日を経過してい  

ない者または２０歳未満  

で障害年金の障害等  

級１・２級の者）  

（１）妻  

（２）子、孫（１８歳到達年度  

の年度末を経過していな  

い者または２０歳未満で  

障害年金の障害等級  

１・２級の者）  

（３）５５歳以上の夫、父母、  

祖父母 (支給開始は、  

６０歳から）  

年金の種類  遺族基礎年金  
遺族基礎年金  

遺族厚生年金  

Ｑ２  遺族年金を受給するための条件について教えてください。  

 Ａ   Ⅰ遺族基礎年金の支給条件  

被保険者または老齢基礎年金の受給資格期間が２５年以上  

ある方が亡くなったときに支給されますが、保険料納付済  

期間（保険料免除期間を含む。）が、加入期間の２／３以上  

であることが必要となります。  

※ただし、平成３８年４月１日前の場合は、死亡日に６５  

歳未満であれば、死亡日の属する月の前々月までの１年間  

の保険料を納付しなければならない期間のうちに、保険料  



の滞納がなければ受給できます。  

   Ⅱ遺族厚生年金の支給要件  

    次の場合に支給されます。  

①  被保険者の方が死亡したとき、または被保険者期間中の  

傷病がもとで初診の日から５年以内に死亡したとき。  

（ただし、保険料納付条件は、遺族基礎年金と同様です。）    

②  老齢厚生年金の受給資格期間が２５年以上ある方が死亡  

したとき。  

③  １級・２級の障害厚生年金を受けられる方が死亡したと  

き。  

Ｑ３  遺族年金の請求は、どうしたらよいでしょうか？  

 Ａ   遺族年金を受給するには、速やかにその旨を国家公務員共済  

組合連合会の年金部年金相談室に、電話で次の事項を直接届  

け出てください。  

①死亡した年金受給権者の氏名、年金証書記号番号及び死亡  

年月日  

②遺族の氏名、生年月日および続柄  

③遺族の年金受給の有無および基礎年金番号  

④故人の他制度の年金受給の有無  

⑤手続書類の送付先  

⑥連絡先の電話番号  

この届出に基づき、年金部給付第二課から、その後の手続に必  

要な遺族厚生年金の請求書などが届きます。  

Ｑ４  年金からも税金等控除されると聞きましたが本当ですか？  

 Ａ   ６５歳以上の高齢者の社会保険料及び住民税は、公的年金か  

ら天引きという方法で賦課・徴収されています。これを特別  

徴収といいます。  

ただし、特別徴収が実施されるのは、原則として、年金額が  

１８万円（月額１ .５万円）以上ある年金受給者に限られま  

す。よって、年金額が１８万円未満の年金受給者は、特別徴  



収されず、普通徴収となります。  

具体的に事例で説明します。  

（６５歳以上の夫婦二人暮らしの場合）  

前提：夫は自衛官退職後、再就職し６５歳から年金生活、  

妻は結婚後、専業主婦であった。  

  〇  夫の年金からの特別徴収  

日本年金機構が支給する老齢基礎年金から、介護保険、  

住民税及び国民健康保険料（後期高齢者医療保険料）が  

特別徴収されます。   

  ただし、国民健康保険料（後期高齢者医療保険料）につ  

いては、申請すると口座振込等とすることができます。  

 〇  妻の年金からの特別徴収  

日本年金機構が支給する老齢基礎年金から、介護保険料  

及び後期高齢者医療保険料が特別徴収されます。  

     

 


